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30分で読める！

公益社団法人 全日本不動産協会
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今月のテーマ(1)：人口及び世帯数動向    
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【東京都区部の人口、世帯数の増加率は地域によってマチマチ！】

わが国の人口は、2008年をピークに漸減傾向をたどっています。こうしたなかで、東京都の人口は増え続けており、

世帯数、外国人居住者、生産年齢人口（15～64歳）は依然として増加傾向を示しています。とはいえ、東京都のなかで

も強弱感が強まっており、特に、都心3区（千代田区、中央区、港区）及び台東区、墨田区、江東区といった地域での人

口増加が目立っています。人口が増加する背景は、街に魅力があり、仕事の機会が多く、日常の買い物等の点で生活しや

すいといったことが条件になると思われます。

まず、東京都区部における人口動態を見てみましょう。2016年から2026年の人口増加率をみると、都心3区（千代田

区、港区、渋谷区）に加えて、文京区、台東区、墨田区、江東区といった地域で増加率が高くなっています。特に、中央

区、江東区、墨田区については2003年の地下鉄半蔵門線による延伸効果によって、他地域からの人口流入が一段と進ん

だものと思われます。それまでの半蔵門線は水天宮駅が終点でしたが、延伸開業によって、清澄白河駅、錦糸町駅、押上

駅を経由して東武伊勢崎線の久喜駅、南栗橋駅まで直通運転されるようになりました。地下鉄半蔵門線の主要駅には大手

町、九段下、表参道、渋谷駅等があります。延伸開業前までは何度か乗り換えることで都市部にアクセスしていた江東区、

墨田区の人々が大手町、渋谷といった都心部にダイレクトにアクセス出来るようになったことで、利便性が向上し、居住

人口が増えたものとみられています。人口流入の最大のトリガーは交通網の拡充であり、なかでも鉄道開設・延伸効果は

非常に大きいと思われます（図表1参照）。

次に、東京都区部における世帯数の状況を見てみましょう。世帯数はどこの地域でも伸びていますが、都心5区を除く

と、台東区、墨田区、足立区、江東区、文京区、板橋区といった地域での増加率が高くなっています。人口増加率以上に

世帯数が増加しているのは、単身世帯の割合が高まっていることが影響していると考えられます。単身世帯増加の背景と

しては、親世帯からの独立、進学及び就職などによる他の地域からの編入が大きな割合を占めています。東京都区部の世

帯数ランキングをみると、世田谷区、練馬区、足立区、江戸川区、板橋区などが上位を占めています。こうした地域は、

周辺地域に比べて家賃が比較的低く、買い物や鉄道網の充実によって生活の利便性が高いため、若年層などの単身世帯が

増えていることが世帯数全体を押し上げていると見られています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表1）東京都23区及び主要市町村統計表・基礎データその1～人口及び世帯数、世帯人数の動向

 自治体名称 2016年人口 2026年人口 人口伸び率 2026年世帯 世帯伸び率 世帯人数  自治体名称 2016年人口 2026年人口 人口伸び率 2026年世帯 世帯伸び率 世帯人数

（千人） （千人） （％） （千世帯） （％） （人/世帯） （千人） （千人） （％） （千世帯） （％） （人/世帯）

 総数 13,415 14,078 4.9 7,779 12.9 1.81 16  豊島区 281 296 5.5 190 10.6 1.56

 区部 9,206 9,797 6.4 5,601 13.9 1.75 17  北区 341 367 7.7 216 15.9 1.70

 市部 4,124 4,204 1.9 2,137 10.5 1.97 18  荒川区 211 225 6.4 128 15.6 1.75

 郡部 59 54 -7.9 27 3.5 2.02 19  板橋区 551 584 5.9 340 16.5 1.72

 島嶼部 27 23 -15.4 14 -8.4 1.64 20  練馬区 719 751 4.4 401 12.7 1.87

1  千代田区 59 69 18.0 40 20.9 1.74 21  足立区 679 703 3.6 386 17.1 1.82

2  中央区 143 191 33.6 108 32.1 1.76 22  葛飾区 453 473 4.4 257 15.9 1.84

3  港区 244 270 10.6 155 11.7 1.74 23  江戸川区 686 697 1.6 365 11.2 1.91

4  新宿区 334 355 6.3 234 11.7 1.52  八王子市 563 559 -0.7 288 11.0 1.94

5  文京区 210 237 12.7 132 15.7 1.79  立川市 180 187 4.3 99 13.6 1.89

6  台東区 192 218 13.4 139 23.9 1.57  武蔵野市 143 148 3.3 80 6.6 1.86

7  墨田区 262 289 10.4 172 21.3 1.68  三鷹市 183 191 4.5 99 8.6 1.94

8  江東区 502 543 8.3 297 17.0 1.83  府中市 257 262 2.1 133 9.6 1.97

9  品川区 378 416 9.9 241 15.1 1.73  調布市 226 241 6.5 127 12.0 1.91

10  目黒区 271 283 4.1 163 7.7 1.73  町田市 427 430 0.8 211 10.8 2.04

11  大田区 712 745 4.6 424 13.3 1.76  小平市 189 197 4.7 98 11.5 2.01

12  世田谷区 883 929 5.1 508 10.1 1.83  日野市 183 189 3.5 96 11.9 1.98

13  渋谷区 220 231 5.0 144 8.1 1.61  東村山市 151 152 0.8 77 8.8 1.98

14  中野区 322 344 6.9 221 13.4 1.56  多摩市 148 148 0.3 77 10.7 1.93

15  杉並区 553 583 5.3 339 9.7 1.72  西東京市 199 207 4.1 104 11.4 1.99

（出所）東京都総務部統計局人口統計課データ等により筆者作成。

（注記1）何れも1月1日現在の数値、伸び率は2016年～2026年にかけての増減率。ブルー枠は当該項目の変動率上位5区市、イエロー枠は当該項目の変動率下位5区市をハイライトしている。

（注記2）世帯人数の項目では、一世帯平均1.8人以上の市区町村等を太字でハイライトしている。（注記3）世帯（せたい）とは、一つの家族として、独立して生活を営んでいる人々の集まりのこと。



今月のテーマ(2)：外国人及び高齢者動向
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【東京都区部・主要市町村の外国人の人口割合、65歳以上の人口割合】

次に、東京都区部及び主要市町村における外国人の人口割合、65歳以上の人口割合についてみてみましょう。わが国

における外国人（日本国籍を有していない外国人居住者）は年々増加を続けており、2025年末現在で過去最多の412万

人、日本の総人口に占める割合は3.3%となっています。なかでも、東京都の外国人人口は78.3万人と過去最高を更新し、

外国人割合は5.6％に達しています（2026年1月末現在）。ちなみに、東京都における外国人居住者は、過去10年間で

74.5%増加しました（図表2参照）。

なかでも、中央区、文京区、板橋区、町田市、西東京市といった地域の外国人居住者は、過去10年間で2倍以上となっ

ています。中央区、文京区では海外の富裕層が定住目的でマンションを取得する傾向が強くなっていることが外国人居住

者の人口増加に繋がっていると見られています。一方、板橋区、町田市、西東京市といったエリアでは留学生や若年労働

者が増えており、賃貸住宅に対する需要が増えていると思われます。各地域における外国人の割合は、新宿区14.4％、

豊島区13.0％、荒川区11.3％と居住者のうち10人に1人以上が外国人となっています。台東区、北区、港区、中野区、

江東区でも外国人居住者は年々増加傾向にあります。何れも中国人居住者が一定数いることが特徴となっていますが、中

国人を除くと、新宿区は韓国人、江戸川区はインド人、足立区はベトナム人の外国人居住者が多くなっています。新大久

保駅周辺には韓国料理店が並び、東西線の西葛西駅周辺にはインド料理店、北千住駅周辺にはベトナム人が集まるように

なってきました。外国人が海外で生活をする場合、自然と同胞が集まってコミュニティが形成されるようになります。

また、東京都における65歳以上の人口は年々増加傾向にありますが、東京都全体では22.4％、都区部平均では20.9%

と全国平均の29.5％を下回っています。中央区、港区、千代田区では高齢者人口が増えていますが、これは生活の利便

性などに着目して他の地域からの移住者が増えているためと見られています。但し、こうしたエリアでの高齢者割合は

20％以下であり、必ずしも街全体の高齢化が進んでいるわけではありません。一方、台東区、墨田区、豊島区、北区、

荒川区では高齢者人口が減っています。この背景として、高齢者の死亡者の増加、他の地域への移住などが考えられます

が、外国人を含む若年層の流入によってこれらのエリアの人口は増えています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表2）東京都23区及び主要市町村統計表・基礎データその2～外国人人口及び高齢者（65歳以上）人口の動向

 自治体名称 外国人人口 人口伸び率 外国人割合 高齢者人口 高齢者伸率 高齢者割合  自治体名称 外国人人口 人口伸び率 外国人割合 高齢者人口 高齢者伸率 高齢者割合

（人） （％） （％） （人） （％） （％） （人） （％） （％） （人） （％） （％）

 総数 783,701 74.5 5.57 3,159,037 5.3 22.44 16  豊島区 38,584 57.2 13.03 55,981 -2.1 18.90

 区部 655,945 73.2 6.70 2,049,729 3.1 20.92 17  北区 35,296 100.4 9.61 83,542 -4.2 22.74

 市部 125,828 81.4 2.99 1,082,305 10.0 25.74 18  荒川区 25,576 51.5 11.38 48,548 -1.7 21.60

 郡部 1,520 100.8 2.81 18,830 4.0 34.85 19  板橋区 41,160 104.3 7.05 131,509 4.7 22.54

 島嶼部 408 58.8 1.80 8,173 -8.7 36.12 20  練馬区 29,662 102.3 3.95 164,978 6.4 21.98

1  千代田区 4,344 70.1 6.28 11,571 8.0 16.74 21  足立区 48,290 89.1 6.87 168,265 1.4 23.92

2  中央区 13,594 145.1 7.12 27,200 17.7 14.24 22  葛飾区 32,541 96.7 6.89 113,332 2.6 23.98

3  港区 23,901 29.3 8.86 46,928 10.6 17.39 23  江戸川区 52,771 87.7 7.57 147,044 3.9 21.08

4  新宿区 51,357 33.1 14.46 66,661 0.1 18.77  八王子市 18,712 86.0 3.35 157,041 11.6 28.11

5  文京区 17,094 105.1 7.21 43,954 4.5 18.55  立川市 6,591 85.0 3.52 46,487 9.9 24.80

6  台東区 21,346 52.1 9.81 44,256 -2.8 20.35  武蔵野市 4,327 67.5 2.92 34,011 8.8 22.99

7  墨田区 17,806 66.8 6.16 59,018 -1.2 20.43  三鷹市 5,219 73.2 2.73 42,673 9.1 22.33

8  江東区 41,387 70.1 7.62 112,594 5.3 20.73  府中市 6,922 54.9 2.64 59,620 10.9 22.74

9  品川区 17,988 63.2 4.33 80,533 0.8 19.38  調布市 6,217 63.6 2.58 52,920 9.7 21.95

10  目黒区 12,260 57.7 4.34 55,556 2.4 19.66  町田市 10,946 112.8 2.54 117,936 8.7 27.40

11  大田区 34,516 70.8 4.63 164,218 2.0 22.04  小平市 6,877 60.1 3.48 47,498 11.6 24.06

12  世田谷区 30,772 82.3 3.31 192,309 8.3 20.71  日野市 4,517 66.1 2.39 46,750 6.8 24.71

13  渋谷区 13,280 39.7 5.75 43,321 2.9 18.76  東村山市 4,663 95.0 3.07 41,402 7.5 27.21

14  中野区 27,145 95.7 7.90 66,736 -0.1 19.41  多摩市 4,034 87.2 2.72 43,604 12.2 29.41

15  杉並区 25,275 97.5 4.34 121,725 4.2 20.89  西東京市 7,257 108.7 3.50 51,140 10.1 24.68

（出所）東京都総務部統計局人口統計課データ等により筆者作成。

（注記1）何れも1月1日現在の数値、伸び率は2016年～2026年にかけての増減率。ブルー枠は当該項目の変動率上位5区市、イエロー枠は当該項目の変動率下位5区市をハイライトしている。

（注記2）外国人割合及び高齢者割合は、当該地域の人口に対するそれぞれの割合を示している。割合の上位5区市をハイライトしている。
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【東京都区部における公示地価動向及び地価の平均価格】

地価の決定要因として、①その国または地域の経済力、②人口増減率などの人口動態、③利便性、観光資源に対する評

価、などが挙げられます。このほかにも、「アクセスの良さ」「人気のある飲食店の数」「医療及び教育施設など公共施

設の充実度」「静けさなどの生活環境」「災害に対する耐久性」「街の治安」といった点も地価或いは不動産価値を考え

るうえで大切な視点であると言われています。特に、人口の増加は、住宅需要を喚起するのみならず、商業施設や事業所

の増加、保育園や学校の新増設、医療機関の開設といった流れに結びつきやすく、不動産市場にとっては不動産価格上昇

を通じて街の活性化に繋がると考えられています。

こうしたなかで、令和8年の東京都区部における地域別地価動向をみると、住宅地では港区、台東区、品川区、中央区、

文京区の伸び率が高くなっています。こうしたエリアの地価上昇率は3年前の2023年に比べて40％前後の上昇率を示し

ており、2015年との比較では概ね2倍の水準となっています。また、墨田区、江東区、豊島区、北区、荒川区では前年の

4％台の伸び率から10％超の伸び率と上昇率を高めています。これらの地域では、人口が増加していることに加えて、外

国人居住者の増加などによって不動産物件に関わる売買及び賃貸需要が高まってきたことが奏功していると見られていま

す。地価変動率は過去3年間で30％程度上昇した地域も少なくなく、こうした点がマンションなどの住宅価格高騰の一因

になっているのではないでしょうか。こうしたエリアでは、海外からの不動産投資マネーが集まってきたことによって、

地価の水準が大きく上昇し、伸び率はバブル期以降で最大となったことが特徴となっています（図表３参照）。

一方、商業地でも同様な状況となっていますが、なかでも令和8年は台東区、中野区、杉並区、文京区の地価が大きく

上昇しています。こうした地域では浅草界隈（台東区）、中野駅周辺（中野区）、荻窪駅周辺（杉並区）、飯田橋駅周辺

（文京区）などで市街地再開発計画が進行しており、交通の利便性向上、商業施設の充実、住環境の改善などを背景に不

動産価値が高まると期待されています。さらに、建設会社の施工能力の低下によって、供給制約要因も地価を押し上げる

要因となっています。商業地上昇の背景としては、①開発用地の不足、②建築コストの上昇、③ホテル需要の高まり、等

が挙げられます。また、インバウンド観光の回復を背景にホテル需要が高まっており（都内観光も人気）、観光エリアで

はホテル事業者と住宅開発事業者が用地取得で競合する場面も増えているようです。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表3）東京23区における住宅地、商業地の公示地価変動率

◇公示地価前年比変動率・住宅地 【平均価格】 ◇公示地価前年比変動率・商業地

 23区 2015年 2020年 2023年 2026年 2015年 2023年 2026年 2015年比 2023年比 2015年 2020年 2023年 2026年

（％） （％） （％） （％） （円／㎡） （円／㎡） （円／㎡） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

1  千代田区 6.3 3.1 3.2 10.7 2,113,300 2,791,400 3,631,400 171.8 130.1 5.7 7.7 2.1 13.1

2  中央区 6.4 4.0 4.0 13.8 1,013,900 1,386,400 1,930,000 190.4 139.2 7.2 8.3 2.1 13.5

3  港区 6.0 6.2 3.6 16.6 1,475,400 2,149,700 3,013,700 204.3 140.2 6.0 10.1 2.8 14.0

4  新宿区 3.2 6.9 4.2 11.2 640,000 851,700 1,131,600 176.8 132.9 3.2 8.1 3.1 13.8

5  渋谷区 2.6 6.1 3.8 11.0 1,046,600 1,386,700 1,874,100 179.1 135.1 1.9 8.9 2.6 13.8

6  文京区 2.5 7.3 4.4 13.8 775,400 1,057,100 1,448,100 186.8 137.0 3.9 8.5 4.6 17.8

7  台東区 2.1 6.8 4.8 14.2 718,300 980,700 1,320,800 183.9 134.7 2.2 14.9 4.1 19.1

8  墨田区 1.5 5.5 4.1 13.2 372,000 461,900 613,300 164.9 132.8 2.0 9.1 3.8 15.0

9  江東区 2.3 5.7 4.1 11.9 392,200 510,200 661,500 168.7 129.7 2.4 9.8 4.3 15.6

10  品川区 4.3 5.9 4.1 13.9 654,300 905,900 1,244,100 190.1 137.3 4.3 7.2 3.9 16.3

11  目黒区 2.9 4.1 3.7 13.7 797,900 1,013,300 1,404,500 176.0 138.6 2.7 6.6 4.6 13.7

12  大田区 1.8 3.4 3.3 7.9 472,200 546,800 647,600 137.1 118.4 1.9 5.8 3.5 9.7

13  世田谷区 1.5 3.5 2.3 7.0 534,900 655,800 779,900 145.8 118.9 1.9 7.6 3.4 9.4

14  中野区 1.6 4.3 4.6 9.0 497,100 634,700 782,700 157.5 123.3 1.9 8.5 5.2 17.5

15  杉並区 2.0 3.8 3.7 8.2 460,200 571,100 703,200 152.8 123.1 2.8 8.6 4.7 17.5

16  豊島区 2.5 7.5 4.7 12.9 484,700 675,500 912,100 188.2 135.0 3.5 9.9 4.6 15.2

17  北区 1.2 7.1 4.5 11.6 414,900 560,900 742,000 178.8 132.3 1.4 10.4 5.2 16.2

18  荒川区 1.3 8.8 4.4 11.8 382,800 540,500 718,700 187.7 133.0 1.6 10.1 5.2 16.2

19  板橋区 1.1 5.1 3.3 8.5 359,300 448,600 553,600 154.1 123.4 1.3 7.2 4.1 12.6

20  練馬区 1.2 3.0 2.8 6.2 348,100 409,100 485,000 139.3 118.6 0.9 4.9 3.2 8.9

21  足立区 0.5 5.1 3.4 6.3 269,600 332,400 410,800 152.4 123.6 1.2 6.5 3.6 8.5

22  葛飾区 0.6 2.6 2.8 5.6 286,800 333,800 387,500 135.1 116.1 1.3 5.0 3.6 11.1

23  江戸川区 1.1 4.1 3.2 5.7 308,700 377,300 441,100 142.9 116.9 1.4 5.4 3.9 8.7

（出所）東京都総務部統計局、国土交通省「公示地価」データ等により筆者作成。（注記）ブルー枠は当該項目の変動率上位5区、イエロー枠は当該項目の変動率下位5区をハイライトしている。

（注：起点を100）
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【東京都の地域別不動産市場の動向その3・足立区エリアの分析】

東京都の地域別不動産市場の動向の第二回目は足立区についてです。足立区は東京23区の一角で、8つの鉄道路線が

通る利便性や、再開発により生まれ変わるまちとしての魅力がある一方、四方を川に囲まれ、東京23区でありながら

公園も多く自然の豊かさも併せ持ち、下町らしさが残る「都会」と「郊外」の良さを兼ね備えた街です。また、足立

区は23区で2番目に工場数の多い東京屈指のものづくりの街です。皮革、金属加工、プラスチックから縫製、印刷まで、

卓越した技術で優れた製品を生み出しています。世代を超えた企業間連携も盛んで、「足立区を盛り上げたい」とい

う熱い想いを持った経営者たちが、足立区のものづくりを支えています。

足立区の不動産市場の特徴としては、「交通利便性の高さ」「生活利便の向上」「価格の手頃さ」の3要因が挙げら

れます。交通利便性では、北千住駅は東京メトロ日比谷線・千代田線、JR常磐線、東武スカイツリーライン、つくば

エクスプレスの5路線が通るターミナル駅で、都心へのアクセスが非常に良好です。生活利便性の向上では、近年、北

千住駅周辺の再開発が進み、マルイ北千住、ルミネ北千住などの大型商業施設が充実しています。商店街も多く、日

常の買い物に便利です。価格の手頃さでは、東京23区内では比較的手頃な価格帯のため、初めてのマイホーム購入や

投資用物件としても注目されています（図表4-1参照）。

ところで、足立区は不動産関連メディアで「穴場の街」として4年連続1位に選ばれています。足立区の不動産価格

は、東京23区の中では比較的手頃な価格帯となっています。中古マンションは、平均価格3,124万円（平均専有面積

58㎡）と、港区や渋谷区などの高額エリアと比較すると大幅に安価です。また、新築マンションも4,000万円台が中

心で、中古と比較すると高めですが、23区内では手が届きやすい価格帯です。一方、戸建て住宅では新築戸建て

4,000万円～7,500万円、中古戸建ての平均価格は3,500万円と幅広い選択肢があります。この手頃な価格帯が、「穴

場の街」として注目される大きな理由の一つのようです。足立区の新たな鉄道計画としては、地下鉄8号線（有楽町

線）の豊洲～野田間の延伸計画であり、区内には2つ駅が想定されています。但し、同計画は豊洲～住吉以北について

は現時点で開業時期などについて発表されていません。

公益社団法人  全日本不動産協会
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（図表4-1）足立区に関わる基礎データ、基礎知識とは…

 項目  足立区の基礎データ  足立区以外の情報／他の特別区トップの状況など

 面積（26年1月1日現在）  53.25万㎡で特別区では第3位（2位は世田谷区の58.05万㎡）  特別区トップは大田区61.85万㎡、次いで世田谷区58.05万㎡

 足立区は東京都心から北東方向に位置し、埼玉県と隣接する位置関係にあります。 北は草加市、八潮市、西は川口市、南は荒

 川区、葛飾区、東は北区と接しており、23区のなかでも比較的広い面積を誇っています。

 人口（26年1月1日現在）  703,369人で特別区で第4位（3位は大田区の745,048人）  特別区トップは世田谷区の92.8万人、次いで練馬区75.0万人

 65歳以上の人口割合  23.9%（168,265人）、特別区のなかでは葛飾区に次ぐ2位  特別区平均は20.9%（205万人）、最上位は葛飾区の24.0％

 外国人の人口割合  6.87%（48,290人）、特別区のなかでは葛飾区に次ぐ14位  特別区平均は6.70%、トップは新宿区14.46%（51,357人）

 地価上昇率  2026年地価公示では住宅地＋6.3%、商業地＋8.3％  特別区トップは住宅地台東区+14.2%、商業地台東区+19.1%

 足立区不動産市場の特徴  足立区の不動産市場は、「自然と調和した住宅街」のイメージで、舎人公園や荒川の河川敷など自然豊かなエリアであり、千住

 や西新井大師などは江戸風情が残り、北千住駅前は再開発が進み若者が集まる街となっています。

 不動産市場の現状と予測  中古マンションの平均価格は3,568万円、中古一戸建て住宅価格（建物面積80～120㎡）は4,500万円程度と何れも都区部では

 最安値圏となっています。新築マンションも4,800万円程度、ワンルームマンションの賃料は6.5万円程度はなっており、足立

 区は「住んでみたい街ランキング」で「穴場と思う街１位」に４年連続で選ばれました。

 主要鉄道アクセスの状況  北千住駅は、JR常磐線、つくばエクスプレス、東京メトロ千代田線、同日比谷線、東武伊勢崎線（スカイツリーライン）が乗

 り入れています。1日平均乗降客数はJR38万人、メトロ51万人、東武41万人など合計135万人超と都内有数となっています。

 将来計画 ⇨ 地下鉄８号線（有楽町線）の豊洲～野田延伸計画（開業時期は未定）では足立区内に２駅を想定しています。

（出所）東京都及び葛飾区ホームページ等より作成。（注記）特別区とは東京都23区のこと。65歳以上、外国人の人口及び人口割合は2026年1月現在の数値。
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（図表4-2）東京都足立区の位置と鉄道網

（出所）足立区ホームページ、足立区観光交流協会資料を基に筆者作成。
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定点観測 ⇒ 建設工事受注高は5カ月振りにマイナス！

A) 建設受注は民間部門の減少により5カ月振りにマイナス（図表5コメント）

B) 住宅着工はマインドの低下で5カ月連続のマイナス（図表5コメント）

C) 小売業は全般堅調で百貨店売上は3カ月連続でプラス（図表6コメント）

D) 東京都は人口流入者の増加により、3カ月連続転入超過（図表7コメント）

E) 2026年3月の訪日外国人旅行者は361万人と3月単月の過去最高を更新。

中国人観光客減少を韓国、台湾、米国等でカバー（図表10コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会
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 生産活動（建設受注、住宅着工）では、建設受注は5カ月振りに減少、住宅着工は依然として低迷継続

➢ 3月の建設工事受注高は民間部門の大幅減で5カ月振りにマイナスとなったが、建設需要は旺盛か

➢ 持ち家着工は27.4%減と2カ月連続減。全国的に減少傾向だが、特に地方での落ち込みが大きい

➢ 貸家は5カ月連続マイナスとなり、地域別には強弱感があるものの地方圏での落ち込みが顕著

 小売業界では百貨店、スーパーはじめ売上高は伸びているが、店舗や地域によって斑模様の動きも

➢ 百貨店売上高は3カ月連続でプラス。足元では、国内顧客向け売上高が伸びている模様？

➢ ドラッグストア売上高は59カ月連続プラス。調剤医薬品は前年比2桁増と引き続き好調を維持！    

➢ 2026年3月の訪日外国人旅行者は361万人（前年比3.5％増）と3月単月の過去最高を記録

（中国人旅行者の大幅減を韓国、台湾、米国、マレーシア、ベトナムの大幅増でカバー）

        

 雇用環境は長期安定傾向が続いているが、依然として求人数の減少傾向が続いている

➢ パート・アルバイト時給は長期上昇傾向にあり、３月は飲食・フード系が過去最高額を更新

➢ 有効求人倍率は低位安定で推移しているが、人手不足業種を中心に求人数は11カ月連続で減少

➢ 3月の消費者物価は3カ月連続で2％割れとなったが、4月以降はイラン情勢による物価高に注視
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 Ⅰ-2.経済活動における建設・住宅産業の動向

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表5）経済活動における建設・住宅産業の動向 ～ 建設業の受注及び着工の状況、住宅着工戸数・マンション供給戸数 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．建設受注動向及び建設物価指数の状況（前年比、％）

 大手50社建設工事受注高 9.5 20.2 5.7 42.7 -14.4  3月は5カ月振り減少。民間は2桁減に対して官公庁は2桁増と対照的な動きを示す

 （建築工事受注高） 9.5 5.6 11.5 52.8 -25.8  3月の受注は施工能力を勘案し、製造業30.9%減、非製造業26.3％減と大幅減

 （土木工事受注高） 9.5 63.2 -6.5 23.5 8.8  3月の受注は国の機関が前年比4.2%増、地方自治体が42.2％増と地方が牽引！

 建設物価指数・オフィス 3.5 3.0 3.4 3.6 3.3  3月のオフィス・工事原価は6カ月連続3％台を記録。前月比0.2％増と底入れの兆し

 建設物価指数・工場 3.0 3.0 3.4 3.6 3.4  3月の工場・工事原価の上昇率は5カ月連続で3％台。前月比は0.2％増と底入れか

 建設物価指数・マンション 5.5 5.7 5.9 5.8 5.4  3月のマンション・工事原価の上昇率は6カ月連続5％台。前月比は0.1％増と沈静？

 建設物価指数・住宅 3.5 6.2 6.1 6.1 5.9  3月の住宅・工事原価上昇率は4カ月振りに6％割れ。前月比は0.1％増と横ばい圏

 ２．用途別住宅着工戸数・中古及び新築マンション供給戸数の状況（前年比、％）

 持ち家着工戸数 -9.5 -1.8 6.6 -4.7 -27.4  3月は三大都市圏はじめ全国的に減少傾向にあり、特に地方圏での落ち込みが大きい

 貸家着工戸数 -5.5 -3.4 -1.5 -2.7 -35.2  3月は5カ月連続で減少。首都圏22.5％減、近畿圏37.3％減、地方圏45.2％減

 マンション着工戸数 -29.7 2.5 -18.6 -23.5 -30.9  3月は3カ月連続マイナス。三大都市圏の20.9％減に対して地方圏は67.7％減！

 中古マンション成約戸数 38.3 25.9 3.1 2.1 0.2  3月は5001件と17カ月連続でプラス。坪単価は9.3%増、平均築年数は27.24年

 新築マンション供給戸数 -14.4 -6.0 1.3 36.8 -35.5  3月は1,425戸と3カ月振りにマイナス。初月契約率は64.5%と低調、在庫は減少へ

 同㎡当たり単価・万円／㎡ 145.8 126.5 124.9 162.5 159.7  首都圏の単価は前年比0.5%増。億ション割合は37.4%（前月41.8%)と高水準

 首都圏の平均価格・万円 9,181 8,469 8,383 11,025 10,413  23区の平均価格は1億5,023万円と0.6%増。億ション割合は75.1％と過去最高へ

 近畿圏マンション供給戸数 -8.2 36.6 39.7 -42.1 24.3  3月は2カ月振りにプラスに。契約率は74.9％と好調、㎡単価は6カ月連続で上昇！

（出所）国土交通省、一般財団法人建設物価調査会、不動産経済研究所データ等より作成。2026年5月20日までに発表のもの。中古及び新築マンションデータは首都圏対象。

（注記）建設物価指数については、過去に発表された数値（概ね3カ月前まで遡及）については前回公表値を修正することがある点に注意されたい。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

180
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 Ⅰ-3.主な経済統計の推移～消費活動、所得・雇用環境
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（図表6）主な経済統計の推移 ～消費活動、所得・雇用環境 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．消費活動（既存店ベース、前年比、％）

　  百貨店売上高 0.9 -1.1 2.4 2.0 3.4  3カ月連続プラス。飲食料品1.6％増、衣料品2.8％増、身の回り品4.4％増と順調

 スーパー売上高 4.2 0.3 2.7 1.1 0.2  17カ月連続でプラス。主力の飲食料品0.2%減、衣料品は1.2％減と何れも低調！

 コンビニ売上高 3.9 2.5 1.8 2.2 2.3  15カ月連続増。日配食品1.1％増、加工食品1.2％増、非食品7.3％増とマチマチ

 家電量販店売上高 7.6 0.4 9.6 2.9 4.4  8カ月連続でプラス。通信家電10.6％増、カメラ類4.8％増、生活家電3.9％増に

 ドラッグストア売上高 8.0 2.3 4.3 5.6 5.8  59カ月連続プラス。調剤医薬品12.1％増、トイレタリー9.8％増、化粧品6.3%増

 ホームセンター売上高 1.0 -2.6 1.6 -1.2 3.4  2カ月振りにプラス。オフィス9.5％増、園芸エクステリア8.7%増、家庭用品5.5％増

 通信販売売上高 -0.1 -2.1 1.1 -1.4 5.3  3月は3カ月振りにプラス転換。物価高を背景とした販売単価上昇が売上増に直結か

 ２．雇用・所得環境（有効求人倍率と完全失業率は水準、そのほかは前年比、％。パート・アルバイト、派遣社員の時給は三大都市圏・全職種平均）

 有効求人倍率・倍 1.18 1.19 1.18 1.19 1.18  求人数は2.6%減と11カ月連続減。但し、情報通信業を除くと2桁減の業種は皆無

 完全失業率・％ 2.6 2.6 2.7 2.6 2.7  就業者数は2カ月連続増加。前年比3万人増、特に正規雇用が25万人増と牽引！

 失業者数・万人 171 166 179 180 194  前年比14万人増加。新たな求職活動、自発的な離職（自己都合）が大きく増加

 勤労者世帯主収入・実質 -2.2 -2.6 1.3 1.6 4.7  世帯主収入は3カ月連続増加。配偶者収入は2カ月連続増加。名目値は6.4％増

 バイト・パート時給全国 2.4 2.5 3.1 2.5 2.3  3月は前年比で43月連続上昇。飲食・フード系は前年比4.1％増と過去最高額更新

 同時給・三大都市圏 1.5 1.4 2.2 1.8 1.8  3月は1,334円と前年比1.8%増。エンジニア・サポート・保守が、クリエイティブが2桁増

 家計消費支出・実質 2.9 -2.6 -1.0 -1.8 -2.9  3月は4カ月連続減少。名目値は1.3％減、交通通信、光熱水道費、交際費が減少

（出所）経済産業省、（公社）日本通信販売協会、厚生労働省、総務省、マイナビデータ等により作成。2026年5月20日までに発表のもの。

（注記1）通信販売売上高統計には、ジャパネット、アマゾンなどの大手企業の取扱高は含まれていないことに留意されたい。

（注記2）有効求人倍率、求人数はハローワークのデータに基づいて算出されたものであり、労働市場全体に対する捕捉率は50％弱とみられている。

直近5ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-4.主な経済統計の推移～生産活動、物価動向、金融市場等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表7）主な経済統計の推移 ～ 生産活動、物価動向、東京都の人口移動、金融市場等の動き ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．生産活動、物価動向の状況（前年比、％。但し、鉱工業生産指数、機械受注は前月比）

 鉱工業生産指数（季調値） -2.7 -0.1 2.2 -2.1 -0.5  3月は2カ月連続低下。無機・有機化学、汎用業務用機械、石油・石炭工業が低下

 機械受注（民需合計） -7.2 25.8 -5.5 -1.8 -5.3  3月は3カ月連続マイナス。基調判断は「持ち直しの動きがみられる」を据え置いている

 機械受注（除く船舶・電力） -11.0 19.1 -5.5 13.6 -9.4  3月は3カ月振りにマイナス。製造業14.2％減、非製造業6.0％減と何れもブレーキ

 国内新車販売台数 -6.1 0.6 -4.2 -7.3 -7.3  3カ月連続減少。SUBARU37.8％減、スズキ13.2％減、トヨタ9.2％減と全般低調

 貿易統計・輸出額（金額） 6.1 5.1 16.8 4.2 11.7  3月は7カ月連続増加。米国3.4%増、西欧21.2％増、中国17.7％増と全般好調

 貿易統計・輸入額（金額） 1.3 5.3 -2.4 10.2 10.9  2カ月連続増加。米国17.7％増、中東10.7％減、西欧12.8％増、中国8.8％増

 消費者物価指数（20年基準） 2.9 2.1 1.5 1.3 1.5  3月は3カ月連続で2％割れ。生鮮食品、光熱水道費、教育費などが前年比マイナス

 国内企業物価指数（同上） 2.7 2.4 2.3 2.1 2.6  3月は10カ月連続3％割れ。円安の影響で非鉄金属、農林水産物価格が上昇傾向

 ２．東京都の人口移動及び金融市場の動き（前年比、％。人）

 東京都への人口流入者 -5.7 0.6 1.0 1.3 -0.9  直近は4カ月振りにマイナス。24年3月比0.4%増、23年3月比1.9％減と小幅変動

 東京都からの人口流出者 -4.0 2.5 0.3 1.5 4.2  直近は4カ月連続でプラス。24年3月比9.3%増、23年3月比1.7％増と増加傾向

 東京都の人口流入超過人数 162 -855 2,427 3,111 36,321  3月は3カ月連続転入超。前年同月の39,753人の転入超過に対して3.432人減少

 円／ドルレート（月末値） 156.18 156.67 154.77 156.06 158.72  日米金利格差及び当局の金融政策に対する思惑などから円安傾向が進展している？

 金価格（ドル/オンス） 4,254.9 4,357.1 4,745.1 5,267.2 4,678.6  2月には初の5,000ドル台乗せを達成したが、3月以降はイランショックにより調整局面

 日経平均株価（月末値） 50,254 50,339 53,323 58,850 51,064  3月はイランショックにより急落したものの、4月は急速に回復し、一時6万円を突破

（出所）経済産業省、日本自動車工業会、財務省、総務省、日本銀行、法務省、取引所データ等より作成。2026年5月20日までに発表のもの。

※2026年3月の東京都への転入者数は99,461人（前年同月比889人減）、転出者数は63,140人（同2,543増）であり、人口流入超過人数は36,321人となった。

※2026年4月1日現在の東京都人口は1,429万5,440人（前月比33,610人増、前年比75,240人増）となり、コロナ禍の2020年5月の1,407万4,043人に比べて221,397人増。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-5.経済活動における消費の状況①～小売業の企業別月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表8）経済活動における消費の状況① ～ 小売業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．小売業の企業別売上高状況①：百貨店、総合スーパー（既存店ベース、単位：％）

 三越伊勢丹HD 1.9 3.3 9.5 7.6 5.9  8カ月連続増。伊勢丹新宿10.0％増、三越日本橋6.4%増、三越銀座4.2%増

 松屋（銀座本店） -10.8 -15.8 2.7 -4.3 7.0  2カ月振りにプラス。免税売上は台湾、タイを中心に８％増、国内顧客向けは9％増

 大丸・松坂屋 -0.8 1.7 0.1 4.7 5.3  4カ月連続増。大丸心斎橋15.3％増、大丸東京14.3％増、大丸神戸10.9%増

 高島屋 4.3 7.0 0.7 8.5 8.1  9カ月連続増加。大阪店11.8％増、京都店10.1％増、新宿店8.5％増と牽引役

 ライフコーポレーション -0.1 3.4 2.4 1.3 2.8  客数0.7%増、客単価2.1％増。客数は4カ月連続増、客単価は38カ月連続増加

 トライアル（一部含西友） -1.2 5.6 2.1 0.3 2.8  客数1.6%減、客単価4.6％増。客数は3カ月連続減、客単価は19カ月連続増加

 セリア（100円ショップ） 8.3 12.7 7.7 9.4 1.1  客数7.5%増、客単価3.3％増。客数は31カ月連続増、客単価は7カ月連続増加

 ヤオコー（食品スーパー） 3.3 3.0 3.3 2.1 3.3  客数1.3％増、客単価1.9％増。客数は2カ月連続増加、客単価は44カ月連続増

 ２．小売業の企業別売上高状況②：コンビニ、衣類専門店（既存店ベース、単位：％）

 セブンイレブン 1.9 1.6 2.5 3.7 -0.4  客数2.5%減、客単価2.2％増。客数は10カ月連続減、客単価は14カ月連続増

 ファミリーマート 0.5 1.6 1.6 0.6 1.0  客数2.0％減、客単価3.1％増。客数は9カ月連続減少、客単価は59か月連続増

 ローソン 4.1 4.5 1.9 3.3 1.6  客数1.1％増、客単価0.4％増。客数は2カ月連続増加、客単価は23カ月連続増

 ユニクロ（国内事業） -6.6 14.0 4.6 9.5 10.2  客数6.9%増、客単価3.1％増。客数は2カ月連続で増加、客単価は8カ月連続増

 ワークマン（カジュアル） -2.0 10.8 23.2 22.7 26.4  客数16.4％増、客単価8.6％増。客数は4カ月連続増、客単価は18カ月連続増

 アオキ（紳士服） -1.7 -0.8 -2.4 -3.1 -0.1  客数4.2%減、客単価4.3％増。客数は5カ月連続減少、客単価は42カ月連続増

 青山商事（紳士服） -5.7 -5.2 -3.7 -5.0 2.2  客数0.9%減、客単価3.1％増。客数は4カ月連続減少、客単価5カ月振りに増加

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年5月20日までに発表のもの。（注記）ユニクロ売上高は国内の既存店及びEコマース売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

 直近5か月における月次動向
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 Ⅰ-6.経済活動における消費の状況②～小売・外食産業等の月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表9）経済活動における消費の状況② ～ 小売業、外食産業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．小売業の企業別売上高状況③：ドラッグストア（既存店ベース、単位：％）

 サンドラッグ -1.8 1.2 -0.5 1.6 2.9  2カ月連続でプラス。ドラッグストア事業3.6%増、ディスカウント事業1.9%増と温度差

 スギホールディングス 0.7 3.5 5.4 5.7 5.3  客数1.7%減、客単価7.0％増。客数は5カ月連続減少、客単価は46カ月連続増

 クスリのアオキ 0.9 -0.9 -0.2 1.5 0.2  客数2.9％減、客単価3.2％増。客数は12カ月連続減少、客単価は47カ月連続増

 ２．外食産業の企業別売上高状況：ファミレス、ファーストフード、牛丼チェーン、テイクアウト弁当等（既存店ベース、単位：％）

 すかいらーくグループ 4.0 10.3 5.7 2.3 7.3  客数1.4％増、客単価5.8％増。客数は2カ月振りに増加、客単価は51カ月連続増

 サイゼリヤ 18.7 21.6 18.2 15.5 14.3  客数12.5％増、客単価1.6％増。低価格戦略が奏功し客数の2桁増が続いている

 ロイヤルホスト 7.7 6.5 4.3 4.4 6.3  客数1.3%減、客単価6.6％増。客数は3カ月連続減少、客単価は38カ月連続増

 マクドナルド 3.4 11.7 8.0 2.4 5.0  客数1.3%増、客単価3.7％増。客数は2カ月振りに増加、客単価は16カ月連続増

 モスバーガー 6.4 6.4 5.2 2.5 2.6  客数2.7%増、客単価0.1％減。客数は21カ月連続増、客単価は18カ月振り減少

 日高屋（町中華） 6.6 5.9 1.7 4.2 4.8  客数2.0%増、客単価2.8％増。客数は2カ月連続増加、客単価は22カ月連続増

 餃子の王将（町中華） 2.0 -0.2 -0.5 -2.1 -5.9  客数2.4%減、客単価3.6％減。客数は2カ月振り減少、客単価は2カ月連続減少

 すき家 0.9 6.0 7.0 5.6 17.8  客数20.4%増、客単価2.1％減。客数は3カ月連続増加、客単価は53カ月振り減

 吉野家 5.9 17.3 6.7 12.9 10.4  客数3.5%増、客単価6.7％増。客数は6カ月連続増、客単価は54カ月連続増加

 松屋フーズ 6.1 12.9 4.2 9.2 8.0  客数1.0%増、客単価6.9％増。客数は2カ月連続増加、客単価は50カ月連続増

 焼肉キング 4.6 5.9 1.6 3.8 10.5  客数4.6%増と3カ月振りに増加に転じる、売上高は6カ月連続増加と堅調に推移！

 トリドール（丸亀製麺） 0.6 0.3 2.2 6.9 2.9  客数1.2%増、客単価1.7％増。客数は3カ月連続増加、客単価は3カ月振り増加

 スシロー 11.0 6.2 12.4 5.4 6.1  客数3.1%増、客単価2.9％増。客数は7カ月連続増加、客単価は19カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年5月20日までに発表のもの。（注記）すかいらーくは、ガスト、バーミアンなどグループ全体の売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-7.経済活動における人出の状況～交通機関の利用状況、ホテル稼働率等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表10）経済活動における人出の状況 ～ 交通機関の利用状況、ホテル稼働率等 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．交通機関の利用状況（前年比、％）

 新幹線輸送量（JR東海） 6.0 4.0 6.0 4.0 6.0  のぞみ6％増、ひかり7％増と増加トレンド。4月速報はのぞみ3％増、ひかり5％増

 JR東日本・定期外収入 5.4 3.9 6.5 5.5 9.4  主要新幹線の輸送量は東北9％増、上越6％増、北陸7％増と好調に推移している

 東急電鉄・定期外収入 1.3 2.5 3.8 1.0 2.5  定期収入は1.4%増。輸送人員は定期4.1%増、定期外2.5％増と順調に増加！

 京浜急行・定期外収入 1.5 1.8 4.4 1.9 2.3  定期収入は2.8%増。輸送人員は定期3.0%増、定期外3.0％増とほぼ同じ動き！

 京成電鉄・定期外収入 7.0 4.6 3.6 4.0 4.6  定期収入は2.8%増。成田有料特急は運輸収入10.9%増、輸送人員11.3％増

 国内線旅客数・ANA 2.7 2.1 3.1 2.2 4.6  座席利用率は85.6％と前年比6.2ポイント上昇。貨物重量は7カ月連続で減少した

 国際線旅客数・ANA 16.4 12.5 7.8 9.6 18.2  座席利用率は89.3％と前年比7.9ポイント上昇。貨物重量は5カ月振りに減少した

 ２．国内海外旅行、宿泊施設の稼働率、訪日外国人旅行者数（単位：％、但し、延べ宿泊者数は前年同月比較。ホテル及び旅館稼働率は水準）

 延べ宿泊者数・日本人 -3.6 -4.9 -3.3 -1.6 -0.7  2月は3,362万人泊、3月は4,039万人泊。3月は18カ月連続でマイナスを記録！

 延べ宿泊者数・外国人 -3.7 -2.3 -15.3 2.0 1.8  2月は1,404万人泊、3月は1,508万人泊。中国人渡航自粛の影響一巡で回復へ

 延べ宿泊者数・全体 -3.7 -4.2 -7.0 -0.6 -0.1  2月は4,765万人泊、3月5,546万人泊。日本人の宿泊数低迷で10カ月連続減少

※  リゾートホテル稼働率 60.1 53.7 51.1 58.4 58.0  トップは千葉県78.5%。次いで徳島県、大阪府、福島県、新潟県、沖縄県と分散！

※  ビジネスホテル稼働率 80.2 73.6 65.5 74.0 74.2  トップは沖縄県83.7%、次いで東京都、佐賀県、福岡県、神奈川県、宮崎県の順！

※  シティホテル稼働率 77.7 73.0 62.8 69.9 73.5  トップは宮崎県79.2%。次いで北海道、香川県、福岡県、長崎県、東京都と分散！

※  旅館稼働率 42.4 35.3 33.7 40.1 41.5  トップは北海道54.0%。次いで神奈川県、岐阜県、静岡県、愛媛県、群馬県の順！

 訪日外国人旅行者数 10.4 3.7 -4.9 6.4 3.5  3月は361万人と3月単月での最高。韓国、台湾、米国、マレーシア、ベトナムが牽引

（出所）各社ホームページ、観光庁データ等より作成。※印は水準（利用部屋数/利用可能部屋数）を表す。2026年5月20日までに発表のもの。

（注記）延べ宿泊者数とは、特定の期間内に宿泊姿勢に宿泊した人数の合計を指しています。例えば10人が5泊宿泊した場合の延べ宿泊者数は50人泊となります。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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【ホテル利用者が増えない理由～カプセルホテル、漫画喫茶、民泊などへのシフト？】

国内の観光関連では海外からの旅行者（インバウンド）の増加が注目されていますが、意外とホテル利用者が増えて

いないことが注目されます。観光庁が発表している宿泊統計によると、宿泊施設全体では2026年3月までで10カ月連続

で宿泊者数は減少しており、日本人に限ると18カ月連続減少といった状況になっているのです。外国人旅行者について

は直近は前年比プラスとなっていますが、訪日旅行者数の伸び率を下回る状況となっています。最近では、中国からの

旅行者が減少している一方、宿泊日数が長期化する傾向にある欧米からの旅行者が増えています。にもかかわらず、外

国人旅行者の宿泊日数が伸び悩んでいるのは何故なのでしょうか。

観光庁の発表している宿泊統計は、従業員10名以上、客数20室以上の宿泊施設を対象としています。これは、母集団

7.6万施設に対して2.3万施設を調査対象にしていることになります。もっとも、部屋数でいうと大規模宿泊施設は網羅

されているので捕捉率は8～9割程度に達すると見られています。国内宿泊者数が伸び悩んでいる要因としては、①物価

上昇に伴う宿泊旅行マインドの低下、②オンライン文化進展によるビジネス宿泊（出張）の減少、③インバウンド需要

増大による予約の困難さ、などが挙げられます。また、SNSの普及により「日帰りで満足できるレジャー」が増えたこ

とや旅行よりも「趣味・体験・自己投資などに支出を回す」傾向が高まってきたことなども指摘されています。

日本人、外国人を問いませんが、宿泊費を節約するために、ホテルや旅館ではなく、安価なカプセルホテル、漫画喫

茶、夜行バス等を利用して宿泊費を浮かせるケースも増えているようです。出張の場合、会社で出張規程が決められて

いるため、予算を超過して自腹を切ってビジネスホテルに泊まるくらいならカプセルホテルを選ぶといったケースも少

なくないようです。カプセルホテルのなかには、大浴場やラウンジが整備されていて、食事付き、女性専用、男性専用

といった施設もあります。さすがに、以前のように宿泊料金が5,000円/泊以下といったプランは少なくなっているよう

ですが、都心部でも1万円/泊以下で予約できるようです。また、外国人旅行者の場合、家族旅行で日本を訪れるケース

も多く、ホテルに比べて割安な民泊を利用して旅行を楽しんでいるようです。

公益社団法人 全日本不動産協会



Ⅱ.ここがポイント（2）       
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景気ウォッチャー調査 ⇒ 4月調査は前月比で2カ月連続で低下した

A) 家計動向は前月比1.2pt低下し、40.5ptとなった（図表11コメント）

B) 小売関連、飲食関連、住宅関連何れも低下傾向（図表11コメント）

C) 企業動向は製造業、非製造業ともに低下が継続（図表11コメント）

D) 雇用動向は前月比1.7pt低下し、2カ月連続で低下した（図表11コメント）

E) 景気マインドはイラン情勢悪化に伴う原油価格上昇及びインフレリスク増

大によって、個人消費及び企業活動停滞に対する懸念が広がっている

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅱ-1.景気ウォッチャー動向調査

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表11）景気ウォッチャー調査 ～ 景気の現状判断DI（季節調整値）

  項   目 （前月差）

 景気の現状判断DI ↗ 54.1 ↘ 53.9 ↓ 14.2 ↘ 7.9 ↘ 48.0 ↘ 47.7 ↘ 47.6 ↗ 48.9 ↘ 42.2 ↘ 40.8 -1.4 

家計動向調査 ↗ 52.7 ↘ 52.3 ↓ 12.6 ↘ 7.5 ↘ 47.6 ↘ 47.2 ↘ 47.1 ↗ 48.8 ↘ 41.7 ↘ 40.5 -1.2 

小売関連 ↗ 52.6 ↘ 52.5 ↓ 16.0 ↘ 10.5 ↗ 47.1 ↘ 45.6 ↗ 47.4 ↗ 48.0 ↘ 41.1 ↘ 40.9 -0.2 

飲食関連 ↗ 51.3 ↘ 51.1 ↓ 0.7 ↘ -3.1 ↘ 41.3 ↗ 45.3 ↗ 45.8 ↗ 48.7 ↘ 38.4 ↘ 34.9 -3.5 

サービス関連 ↗ 53.5 ↘ 52.2 ↓ 7.4 ↘ 3.5 ↗ 50.8 ↗ 50.9 ↘ 47.9 ↗ 50.9 ↘ 44.4 ↘ 42.8 -1.6 

住宅関連 ↘ 51.4 ↗ 52.8 ↓ 19.0 ↘ 9.4 ↘ 44.9 ↗ 47.1 ↘ 42.6 ↗ 46.7 ↘ 38.5 ↘ 31.5 -7.0 

企業動向調査 ↘ 55.3 ↗ 55.7 ↓ 19.2 ↘ 9.9 ↘ 49.0 ↘ 48.6 ↗ 49.5 ↗ 49.9 ↘ 43.1 ↘ 41.5 -1.6 

製造業 ↘ 54.8 ↗ 56.9 ↘ 21.7 ↘ 12.1 ↘ 46.9 ↗ 48.0 ↗ 48.9 ↗ 50.3 ↘ 44.5 ↘ 42.9 -1.6 

非製造業 ↘ 55.8 ↘ 54.5 ↓ 17.5 ↘ 8.3 ↗ 51.1 ↘ 49.4 ↗ 50.4 ↘ 49.5 ↘ 42.1 ↘ 40.3 -1.8 

雇用関連 ↗ 61.3 ↘ 60.7 ↓ 13.6 ↘ 6.3 ↘ 47.8 ↗ 48.6 ↘ 47.2 ↗ 47.6 ↘ 43.1 ↘ 41.4 -1.7 

 景気判断理由の概要（コメント） 印の見方：◎良、〇やや良、□不変、▲やや悪、×悪

【百貨店】▲ウクライナ情勢や中東情勢などで原油や食料品が高騰。世界経済の根幹が不安定で、先行きが見通せない状況であり、消費行動により慎重さがみられる（家計動向）

【旅行代理店】□夏休み商戦が海外燃油サーチャージ料金値上げにより、かなり国内需要に流れ込んでいる。北海道や沖縄が人気のエリアだが、価格上昇の影響で大変である（家計動向）

【コンビニ】▲おにぎりや弁当、総菜など主力商品の単価が上がっているため販売量は減っている。特に、午前中の来客数の伸び悩みが販売量の減少につながっている（家計動向）

【タクシー運転手】▲朝は一般家庭から駅、病院への送迎に始まり、会社の送迎と夕方までは仕事ができている。夜は駅待ちをしているが、待機時間が長い（企業動向）

【住宅資材】✕建築資材の見通しは、中東情勢によって住宅関連資材の製品供給が不足し、想定どおりのスケジュールにならず、業界全体の動きが停滞している（企業動向）

【電機機械器具製造業】〇半導体製品を筆頭に電子部品の需要が高い状態が継続しており、大口価格の高値もキープしているため、景気としては良くなっている（企業関連）

【求人情報誌制作会社】▲さまざまな分野で物価が上がるなか、特に中小企業では収益改善や経費削減が進まず、賃上げできない企業が多くなっている（雇用関連）

（出所）内閣府データ等により作成。直近データは2026年5月13日に発表。コメントは、2026年5月以降の先行きに対する内容を重点的に紹介している。

（注記）↑印は前月比10ポイント以上の上昇、↗印は同10ポイント未満の上昇、↓印は同10ポイント以上の低下、↘印は同10ポイント未満の低下を示す。

26年4月

直近６カ月の動き（月次動向）

26年3月26年2月26年1月25年12月25年11月

コロナ禍前のピーク コロナ禍のボトム

17年11月 17年12月 20年3月 20年4月

52.9



1）4月の景気ウォッチャー判断DIはイランショックの影響により2022年2月以来の低水準が継続している！

   2）家計動向DIでは、住宅設備機器の受注停止を背景に住宅関連が2か月連続で40ポイント割れの水準に！

3）5月中旬現在、停戦を探る状況であり、原油供給及び原油価格の行方については依然として不透明な状況

- 23 - 公益社団法人 全日本不動産協会

　（出所）内閣府、総務省データより作成。月次ベース。2026年5月20日までに発表のもの。
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（図表13）有効求人倍率と家計消費支出
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（図表12）景気ウォッチャー判断DIの推移
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Ⅱ-2. Coffee Time            
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【人手不足倒産、物価高倒産を中心に倒産件数は増加傾向に！】

東京商工リサーチによると、2025年度の全国の企業倒産（負債総額1,000万円以上）は、件数が10,505件（前年

比3.6％増）、負債総額は1兆5,687億円（同33.9％減）となりました。件数は4年連続で増加し、2年連続1万件台を

記録しました。負債件数は2013年度の10,536件以来の水準であり、コロナ禍を経て倒産件数が増加トレンドをたどっ

ていることがうかがわれます。また、負債総額は、4年振りに1兆円台に低下しました。これは、前年度に発生したMSJ

資産管理（株）（旧：三菱航空機（株））のような大型倒産が無かったことに加えて、零細・小規模の倒産が増えたこ

とに起因しています。ちなみに、負債総額1億円未満は8,062件（前年度7,658件）となり、倒産件数全体に占める割合

76.7％は1996年度以降の30年間で最高を更新しました（図表14参照）。

2025年度の産業別倒産件数は、10産業中5産業で前年実績を上回りました。最多は、サービス業他の3,585件（前

年比5.5％増）で、4年連続で前年度を上回り、過去30年間での最多を更新しました。次いで、人手不足や資材価格の

高騰などが顕著な建設業が2,047件（前年比5.3％増）、円安による原材料高に伴う物価高によって売上高が伸び悩ん

だ小売業が1,223件（同12.2％増）、土地及び建築費上昇によるコストアップが進行する不動産業が331件（同13.3％

増）とそれぞれ増加しました。また、負債額が大きく増加したのは、農・林・漁・鉱業、卸売業等であり、前年度を大

きく上回る状況となりました。

2025年度の倒産理由を整理すると、「人件費高騰」「物価高」「人手不足」に集約されると思われます。人件費高

騰については、あらゆる業種・職種において、人手不足の蔓延によって賃金を引き上げなければヒトが集まらない状況

が一段と進行していることが大きく影響しています。大企業では、初任給をはじめ給与水準を大きく引き上げる動きが

続いていますが、零細・中小企業においては人件費の高騰は経営を圧迫するリスクが高まってしまいます。とはいえ、

昨今では転職市場の成長により、一定程度の処遇をしなければ従業員は退職してしまいます。倒産理由に「従業員退

職」が挙げられているのは、零細・中小企業では従業員の変わりを見つけることが困難で、事業が立ちいかなくなって

しまうことが倒産の引き金になっているケースが増えているためとみられています。

公益社団法人 全日本不動産協会



- 25 - 公益社団法人  全日本不動産協会

（図表14-1）倒産件数及び負債総額の推移 （図表14-2）2025年度における産業別にみた倒産件数と負債総額の推移

 倒産件数  負債総額    年度（4～3月）の倒産件数    年度（4～3月）の負債総額（百万円）

（件） 前年比％ （百万円） 前年比％ 2024年度 2025年度 前年比％ 2024年度 2025年度 前年比％

 2014年度 9,543 -9.4 1,868,650 -32.7 

 2015年度 8,684 -9.0 2,035,843 8.9  農・林・漁・鉱業 116 131 12.9 29,567 48,912 65.4

 2016年度 8,381 -3.5 1,950,899 -4.2  建設業 1,943 2,047 5.4 194,406 217,615 11.9

 2017年度 8,367 -0.2 3,083,725 58.1  製造業 1,179 1,168 -0.9 1,020,852 256,203 -74.9 

 2018年度 8,110 -3.1 1,618,731 -47.5  卸売業 1,214 1,147 -5.5 211,088 337,281 59.8

 2019年度 8,931 10.1 1,264,732 -21.9  小売業 1,090 1,223 12.2 204,378 134,199 -34.3 

 2020年度 7,163 -2.0 1,208,411 -53.1  金融・保険業 28 17 -39.3 107,784 4,766 -95.6 

 2021年度 5,980 -16.5 1,167,974 -3.3  不動産業 292 331 13.4 72,754 83,599 14.9

 2022年度 6,880 15.1 2,324,379 99.0  運輸業 424 424 0.0 63,701 47,315 -25.7 

 2023年度 9,053 31.6 2,463,078 6.0  情報通信業 460 432 -6.1 39,691 41,440 4.4

 2024年度 10,144 12.1 2,373,879 -3.6  サービス業他 3,398 3,585 5.5 429,658 397,385 -7.5 

 2025年度 10,505 3.6 1,568,715 -33.9  休廃業・解散合計 10,144 10,505 3.6 2,373,879 1,568,715 -33.9 

（出所）東京商工リサーチホームページ等より筆者作成。ちなみに、倒産は赤字・債務超過であり、休廃業・解散は黒字・資産超過と定義されている。

⇨倒産は、主に経済的に理由で事業が継続できなくなることを指しており、法的手続きが必要です。一方、廃業は、経営が順調であっても、健康上の理由や後継者がいない

   などの理由で事業を終了することを指しています。廃業は経済的失敗を意味するものではなく、必ずしも法的手続きを伴うものではありません。

（1）2025年度のわが国の倒産件数（負債総額1,000万円以上）は4年連続で増加し、2年連続で1万件を超えた。1万505件は2013年度以来12年振りの水準。

（2）2025年度の負債総額は、4年振りに1兆円台となった。前年度にMSJ資産管理（旧三菱航空機）の6,413億円の大型倒産があった反動による影響が大きい。

（3）2025年度は一時1ドル160円台を付けるなど円安に伴う物価高、政策金利引き上げに伴う金融機関による貸出金利上昇が中小企業などの企業収益を圧迫した。

（4）2025年度の倒産理由は、「人手不足倒産（人件費高騰、求人難、従業員退職）」「物価高」が二大要因であり、サービス業、建設業の倒産件数が増えている。



Ⅱ-3.暮らしの流れ ～ 知って得する冠の日 ～     
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 6月  1日（月）：衣替えの日 ⇨明治以降、官庁・学校・企業など制服を着るところでは6月1日と10月1日を「衣替えの

日」としているところが多くなっています。しかし、最近では地球温暖化による気温の上昇から、5月1日と11月1日

         を「衣替えの日」とする事業所が増えてきているようです。

 6月11日（木）：傘の日 ⇨日本洋傘振興協議会（JUPA）が1989年（平成元年）に制定。日付はこの日が暦の上で「梅雨

入り」を意味する雑節の一つ「入梅」になることが多いことから決められました。この季節の必需品である傘の販売促

進と傘の使い方などモラルの向上が目的です。梅雨の外出時には傘は必需品です。出かける時は忘れずに！

 6月21日（日）：父の日 ⇨ 米国人ドット氏が提唱。「母の日」の花がカーネーションなのに対して、「父の日」の花はバ

ラとなっています。ドット氏が、「父の日」に父親の墓前に白いバラを供えたことに由来するとされています。

 6月25日（木）：住宅デー ⇨スペインの建築家アントニオ・ガウディ氏の誕生日にちなんで、住宅建築に関わる職人の仕

         事や技能をより多くの人に知ってもらうことが目的に全国建設労働組合総連合（全建総連）が1978年に制定しました。     

 6月27日（土）：零細・中小企業デー ⇨ 2017年、国連総会で制定。日本の「零細企業」は、卸売業・サービス業・小売

業では従業員の数が「5人以下」、製造業・建設業・運輸業・その他業種では「20人以下」となっています。零細・中

小企業の数は全企業の90％以上に上り、雇用者の60～70％、国内総生産（GDP）の50％を占めるとされています。

 6月の呼び方：6月は和風月名で「水無月（みなづき）」と呼ばれており、日本の旧暦で6月を表しています。現在の新暦

の６月とは少し時期がずれて、梅雨明けの頃にあたります。また、「水無月」の「無」は「の」にあたることから、

 「水の月」が語源であるという説があり、田んぼに水を引く時期なので、「水の月」という意味でもあります。

 旬の食材：6月は夏に旬を迎える食材として、いんげん、枝豆、おくら、きゅうり、ししとう、ズッキーニ、トマト、ピー

         マン、らっきょう、鮎（あゆ）、鯵（あじ）、イサキ、トビウオ、メロン、さくらんぼ、びわなどが出回ります。ズッ

キーニと鶏のオリーブ蒸し、枝豆と豆腐の冷製白和え、鮎の塩焼きなどで季節を味わっては如何でしょうか。



Ⅲ.ここがポイント（3）       
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資本市場と実体経済 ⇒ 株価は日米ともに高値圏で推移か？

A) 住宅着工戸数全体では5カ月連続マイナスとなり、なかでも持ち家、貸

家着工は地方圏での落ち込みが大きい（図表15コメント）

B) 小売売上高はマインド好転で3カ月連続プラス（図表16コメント）

C) 家計収入は2カ月振りにプラス、世帯主収入が増加（図表17コメント）

D) 株価は日米ともにイランショックを吸収し、過去最高値更新が継続。但

し、原油価格、金利水準、為替動向に注視する必要（図表20コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会



Ⅲ-1.ニッチな視点：地域別にみた経済動向、株式市場の動き
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 わが国の諸物価は軒並み値上げされており、多くの資材や労働力を必要とする建築市場でも同様な動きが見られて

います。このため、オフィス、住宅、公共施設といった新築プロジェクトでは設計内容を大幅に見直したコストダ

ウンや、新築を取りやめてリノベーションで対応するなど急騰している建築費に対応した様々な取り組みが行われ

ています。一方、収益性の高い再開発事業や、需要拡大が見込まれるデータセンター、物流施設などのプロジェク

トは建築費の高騰に関わらず推進されており、建築市場の二極化現象が起こっているのです。

 建築工事費は建設時に投入される資材や労務費などの原価だけではなく、工事の需給状況などの市場的要因、更に

はトランプ政権による輸入資材等の関税や長期化しているウクライナ情勢などの外的要因の影響などを受けて大き

く上昇しています。さらに、ここにきてイランショックに伴う原油高を背景に建設資材の運送コスト、工事現場で

の建設機械の燃料費高騰も拍車をかけています。また、昨今は投資家・株主による収益拡大に対する要求が厳しく

なっており、低採算・赤字受注には厳しい目が注がれています。

 建設・住宅関連統計（建築着工は２カ月連続でマイナス、住宅着工は5カ月連続で減少）（図表15）

➢ 建設着工は2カ月連続でマイナスとなったが、物件大型化により月次及び地域別変動率が大きくなっている

➢ 住宅着工戸数は、5カ月連続で減少し、持ち家、貸家ともに地方圏での落ち込みが大きくなっている

➢ イランショックにより、住宅設備機器、住宅資材などの供給不足の影響を受けているのではないか？

 日本及び米国の株式市場動向（日米ともにイランショックによる大幅下落から底入れの兆し）（図表18～21）

➢ 日経平均は、イランショックにより3月は大幅下落したが、4月以降はAI関連株を牽引役に最高値更新へ！

➢ 米国株は、イランショックの影響はあるものの、米国経済の底堅さにより上昇トレンドを維持している？

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅲ-2.地域別経済統計①：建築着工床面積、新設住宅着工戸数

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表15）主な地域別経済統計の推移 ～ ①生産活動 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．建築着工床面積（前年比、％）

　  宮城県 -8.3 7.6 -23.7 16.2 -40.1 -40.2 44.6 -24.5 -40.5 -32.6 123.3 -42.6 

 茨城県 -11.2 -12.5 2.7 5.4 50.1 -11.7 -51.7 0.9 33.1 34.1 -9.2 13.9

 埼玉県 -13.0 2.9 -1.0 0.2 -17.0 -28.8 39.8 -8.8 -38.1 20.7 -38.4 -22.2 

 千葉県 -8.0 0.5 -23.1 -34.8 -23.9 42.1 -10.9 -32.8 11.2 32.5 -17.4 18.1

 東京都 -0.0 -6.9 -18.7 1.5 70.4 -11.4 -47.7 -6.0 4.7 -26.2 -25.1 -41.4 

 神奈川県 -8.9 -2.9 -3.7 -42.6 1.2 14.8 -5.8 -6.0 -23.6 9.5 42.2 59.0

 全国 -8.8 -3.6 -11.2 -16.9 -2.9 -4.0 -7.8 -16.0 -2.6 0.3 -8.0 -23.7 

 ２．新設住宅着工戸数（前年比、％）

　  宮城県 -10.8 12.1 -31.4 37.8 -13.5 -16.1 54.8 -28.0 -52.3 25.6 27.4 -37.5 

 茨城県 -11.0 -4.6 -5.6 -20.6 -8.5 -6.3 -33.7 -18.6 43.8 -11.1 6.2 -27.3 

 埼玉県 3.0 -3.8 -3.9 11.3 -1.1 -12.0 2.4 -6.2 0.7 17.6 -1.9 -13.2 

 千葉県 -8.7 1.6 -9.2 -16.0 0.3 12.2 -28.0 -24.1 19.5 38.0 19.0 3.9

 東京都 -7.8 3.4 -13.7 -5.2 -0.2 -8.0 -12.4 -2.9 10.3 -20.7 -15.7 -39.6 

 神奈川県 -3.7 2.6 -7.5 -13.4 16.3 21.5 -11.7 -19.3 -15.9 17.9 19.2 25.5

 全国 -7.1 2.0 -12.9 -4.8 -4.0 -6.7 -2.5 -15.6 -1.3 -0.4 -4.9 -29.3 

（出所）国土交通省データ等により作成。2026年5月20日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）3月の建築着工床面積は2カ月連続で減少。物件大型化により月次及び地域毎の変動率が拡大。神奈川県はプラス傾向が継続中。

（2）3月の新設住宅着工戸数は5カ月連続減少。持ち家27.4％減、貸家35.2％減、給与33.9％増、分譲21.7％減と全般的に低調な動き。

（3）地域別では、首都圏15.3％減、中部圏25.2％減、近畿圏15.4％減、地方圏32.0％減となっており、地方圏が大きく減少している。
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Ⅲ-3.地域別経済統計②：小売売上高、家計消費支出

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表16）地域別経済統計の推移 ～ ②消費活動 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．小売売上高（百貨店・スーパー、既存店ベースの前年比、％）

　  宮城県 3.2 0.7 0.7 2.1 1.4 2.4 1.2 0.2 -2.9 1.7 -1.5 -1.2 

 茨城県 1.5 0.8 0.8 1.5 0.0 2.2 2.0 1.3 -3.1 0.4 -0.4 -1.6 

 埼玉県 4.2 2.2 2.2 3.9 2.9 4.6 3.0 2.2 0.3 1.9 0.6 -0.8 

 千葉県 4.0 1.9 1.9 4.5 2.1 3.9 2.6 3.4 1.6 3.5 1.5 0.3

 東京都 7.7 3.8 3.8 7.9 5.4 10.0 2.9 -4.2 0.3 2.8 2.6 2.9

 神奈川県 2.6 2.0 2.0 2.1 1.1 3.9 2.7 2.5 2.5 4.4 1.9 2.4

 全国 4.5 2.6 2.6 4.1 2.5 6.6 2.9 -0.1 -0.1 2.6 1.4 1.1

 ２．家計消費支出・市区単位・二人以上世帯（前年比、％）

　  仙台市 6.2 3.2 -5.5 -4.8 23.6 5.5 -13.9 14.4 -2.5 3.0 -9.6 -3.9 

 水戸市 3.3 2.6 2.4 15.2 -16.1 -4.7 18.1 17.4 8.5 25.6 -14.1 -17.7 

 さいたま市 5.9 4.0 0.0 -19.9 6.9 4.8 12.9 2.7 -9.9 -5.8 -10.2 6.7

 千葉市 0.8 9.8 1.6 -21.1 -4.1 15.6 34.1 2.4 -21.0 -9.5 -8.0 -21.4 

 東京都区部 6.1 2.8 1.9 10.8 3.6 0.4 -2.0 13.3 -2.0 -2.2 9.1 3.9

 横浜市 1.7 7.8 0.5 -9.1 -7.9 5.9 8.8 -2.8 5.9 2.4 -8.8 -5.6 

 全国 1.1 2.1 4.6 -0.5 0.4 1.9 7.0 5.2 -0.3 0.7 -0.4 -1.3 

（出所）経済産業省、総務省データ等により作成。家計消費支出は暦年ベース。2026年5月20日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）3月の小売売上高は全国ベースで3カ月連続プラスとなったが、前年比マイナスとなったのは前月の19県から29県へと大幅に拡大。

（2）3月の消費支出は全国ベースで2カ月連続で減少。水戸市、千葉市が2ケタマイナスとなったのは交際費、娯楽費等が減少した影響。
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Ⅲ-4.地域別経済統計③：有効求人倍率、家計実収入
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（図表17）主な地域別経済統計の推移 ～ ③雇用所得環境 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．有効求人倍率・受理地別・季調値（水準、％）

　  宮城県 1.34 1.23 1.15 1.37 1.30 1.22 1.22 1.19 1.15 1.12 1.13 1.10

 茨城県 1.37 1.32 1.15 1.40 1.34 1.34 1.31 1.18 1.13 1.10 1.13 1.12

 埼玉県 1.05 1.04 0.99 1.08 1.02 1.00 1.07 1.02 0.95 0.97 0.96 0.98

 千葉県 0.99 0.99 0.99 1.01 0.98 0.98 1.02 0.98 0.98 0.98 0.98 0.99

 東京都 1.78 1.76 1.72 1.78 1.77 1.82 1.76 1.70 1.74 1.73 1.73 1.74

 神奈川県 0.91 0.91 0.84 0.91 0.88 0.93 0.91 0.85 0.84 0.83 0.84 0.83

 全国 1.29 1.25 1.20 1.30 1.27 1.23 1.25 1.22 1.20 1.18 1.19 1.19

 ２．家計実収入（勤め先収入）・市区単位・二人以上世帯の世帯合算値、但し暦年ベース（前年比、％）

　  仙台市 9.9 6.9 -9.4 -13.9 25.3 22.7 1.0 -16.0 -20.6 -2.4 3.2 -10.0 

 水戸市 11.6 8.3 -2.4 51.5 10.4 -2.9 4.0 -21.3 8.0 -1.1 -3.2 6.2

 さいたま市 -9.2 2.3 6.7 -8.4 6.0 1.6 19.1 -23.1 8.7 3.0 -13.6 11.9

 千葉市 -0.4 8.8 -1.6 -32.6 -9.3 41.3 15.7 -12.4 -3.7 -13.3 12.6 -19.0 

 東京都区部 4.7 8.7 -0.5 -24.8 0.6 53.5 -6.5 2.7 13.1 16.9 -2.8 3.7

 横浜市 1.8 -0.9 4.5 30.0 -10.1 -9.3 19.9 -3.5 10.3 0.4 -7.7 10.7

 全国 -1.6 4.7 2.2 -2.9 -4.3 7.5 11.4 1.9 -3.3 3.0 -2.9 5.1

（出所）厚生労働省、総務省データ等により作成。家計実収入は暦年ベース。2026年5月20日までに発表のもの。イエロー枠は直近3カ月でネガティブな数値。

（注記1）有効求人倍率は厚生労働省が全国のハローワークの求職者数、求人数を基に算出している。最近では民間ベースの職業斡旋サービスのシェアが上がっていることに留意。

（注記2）家計実収入は勤労者世帯の勤労収入がベースであり、財産収入、預貯金引出、クレジット購入借入金は含まれていない。

（1）有効求人倍率の全国平均は1.18倍割と低迷。倍率が高いのは、東京都1.74倍、福井県1.57倍、富山県1.46倍、石川県1.43倍。

（2）家計収入は全国ベースで2カ月振りにプラス。さいたま市、横浜市が2ケタ増となったのは配偶者収入等の増加が寄与した影響。

1.24

0.8



1）建設株は、好業績は続いているものの、イランショックに伴う業績悪化懸念を背景に下値模索の展開か？

   2）不動産株は、国内金利の上昇に伴う不動産投資マインド低下によって調整局面を余儀なくされている？ 
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Ⅲ-5.株価指数の推移①：建設株指数、不動産株指数

公益社団法人 全日本不動産協会

    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年5月は20日終値。
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1）日経平均は、イランショックにより3月は大幅下落したが、4月以降はAI関連株を牽引役に最高値更新へ！

2）米国株は、イランショックの影響はあるものの、米国経済の底堅さにより上昇トレンドを維持している？
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Ⅲ-6.株価指数の推移②：日経平均株価、ニューヨークダウ

公益社団法人 全日本不動産協会

    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年5月は20日終値。
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Ⅲ-7.専門用語の解説コーナー      
 外国人居住者（日本国内に住所を有するか、または1年以上の居所を有する個人のこと）・5ページ及び図表2参照

外国人居住者とは、国内に住所を有するか、または現在まで引き続き1年以上居所を有する人と定義されています。

ここでいう「住所」とは、単に滞在している場所ではなく、日常生活の中心となる生活の本拠を意味します。「居

所」は住所ほど明確ではありませんが、日本国内に1年以上住む見込みのある場所が該当します。居住者か非居住者か

は、在留資格やビザの種類だけでなく、実際の生活実態に基づいて判断されます。

 高齢者（日本では前期高齢者と後期高齢者に区分されています）・5ページ及び図表2参照

世界保健機関（WHO）では65歳以上を高齢者と定義しています。日本では法律や制度によって定義が異なり、例

えば「高齢者の医療の確保に関する法律」では65歳以上を高齢者とし、65～74歳を前期高齢者、75歳以上を後期高

齢者と区分しています。一方、改正道路交通法では70歳以上を高齢者として運転免許制度に反映しています。長寿科

学振興財団では、運動機能、認知機能、病気の発症率やそのことによる死亡率、国民全体の高齢者の年齢区分に対す

る意識などさまざまな観点から検討を加えた結果、75歳以上を「高齢者」、90歳以上を「超高齢者」という提言を

行っています。

 カプセルホテル（日本発祥の小型個室型宿泊施設で、効率的かつ低価格で宿泊できる）・20ページ参照

カプセルホテルは、1人分の寝るスペースが「カプセル状」に区切られた小型の個室を提供する宿泊施設です。一般

的に奥行き約2m、幅1m、高さ1m程度で、ベッド、照明、電源、テレビなどが備えられています。カプセルは二段

式で配置されることが多く、入口はカーテンやブラインドで仕切られていますが、施錠できない場合が一般的です。

大きな荷物はロッカーに預け、共用のシャワーやトイレ、ラウンジを利用します。近年のカプセルホテルは、プレミ

アムタイプやテーマ型、女性専用フロアなど多様化しています。広めのキャビン型カプセルや高級マットレス、アメ

ニティ充実の施設も増え、単なる「寝るだけ」の宿泊から、快適で安全な滞在体験へと進化しています。
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 本資料は、情報提供を目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・営業等を
目的としたものではありません。

 本資料の内容には、将来の予測に関する記述が含まれていますが、かかる記述は将来の業績、財務内容、経
営結果等を保証するものではありません。

 本資料において提供している情報については、その正確性及び完全性を保証するものではなく、本資料に記載
される情報を更新する責任を負うものではありません。また、予告なしにその内容が変更又は廃止される場合
があります。

 本資料の中の意見は、執筆者個人のものであり、所属する組織とは関係がありません。

 事前の承諾なく、本資料の内容の全部若しくは一部を引用、複製又は転用することを禁止します。
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